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表 lは[j本の海外l白:1妾投資額引について1989年度から 1998年度まで日本の財務省 ([1大蔵省)
のkliH'，ベースを基に示したものである。 1989年1本の対外l直接投資額は 9兆339億円で、そのうち
21.8%に当たる l兆9，727億円が対欧lf(接投資額で、あった c 日本のバブル崩壊以後も、 1990年度か
ら1993年度にかけて対欧直接投資は、対外l直接投資額の20%台を占めていた一対英l直接投資の第1
の特徴は、ヨーロッパ向けの中でも英IEI向けが 3割から 4割に達し、 1986年度以降1998年度まで
対欧直接投資の中で最大であった。特に、 1998年度の対英直接投資額は l兆2，522億川で、日本の
対問;直接投資額の69.8%、世界全体への直接投資額の24.0%を占めるに至った。また、表 lから対
英 l~j:1妾投資額は、第 2 位以ドのオランダ、 ドイツ、フランスへの投資額と比較してもかなり大き
いことが読み取れる。
表 l 日本の対外直接投資事[ (h~出ベース)
(lilf，'[位1'、以)
今度 アメリカ介衆|司 ヨーロソハ 英川 オフンダ ドイツ フランス j1tWi'fI;1 
1989 43.691 48.4 19.727 21.8 6，989 7.7 6.1);，9 1.438 1.505 90.339 
1990 38.402 46.0 20.975 25.1 9.959 11.9 4.064 1.811 1.841 日:1.527
1991 24.671 43.4 12.832 22.1; 4.945 8.7 2.674 1.519 1.117 5抗862
1992 17.993 40.6 札176 "0.7 3.85:1 8.7 1.867 998 586 44.313 
1993 16.936 40.8 9.204 ~2.2 2.94抗 7.1 2.488 お84 乱36 41.514 
1994 l札016 42.1 6.525 15.2 2.259 5.3 1.098 761 4:18 42.80自
1995 21.845 44.1 8.281 16.7 3.:132 6.7 1.439 530 1.561 49.568 
1996 24.789 45.8 8.:，05 15.4 3.873 7.2 1.238 643 566 54.094 
1997 25.486 38.5 1:l.749 20.8 5.054 7.6 4.043 898 2.130 66.229 
1998 13.207 25.3 17.937 34.4 12.522 24.0 2.711 708 666 52.Hi9 
1951-1998 37.84日 39.8 183.844 194 75.356 7.9 37.613 15.033 14.514 948.612 
資料: 太純計 119971. r!!t政金制時九，1111皆川.No.548.および[1附91.r!t政金融統，1'1骨iJ. NO.572 
第2の特徴は、金融部門への直接投資が大きな比重を占め、製造業部門への投資は 2割弱であ
る。 表2は1989年度から 1998年度までの日本の対英直接投資額を業種別にみたものである c 1951 
2) 人ー純計[1995]， r!i政念日Yl統計月報j.第524けまでは、対外l白掠投資がusドル鐙てで公表されてきた。しかし、 1996年から





6，432億円は金融・保険業向けであった f 特に、 1998年度には金融・保険部門へ l兆648億円とい
う巨額の投資がなされた l、引き続き累計額をみると、不動産業へは8，911億円(全体の11.8%)が、





1揖 9 l:l~O lmn 1992 1~93 1994 1~95 1996 1997 目的8 1951.1998 
製造;(
立料 制3 :~5 13 o 14 {古 5 133 3 73 495 0.7 
繊維 13 224 41 43 19 2 4 4:20 0.6 
木村ーハJC7 事
“ 1 0.0 
{ヒヲー 84 68 21 Hi 10 54 330 17G 144 日) 1.021 1.4 
鉄 JI鉄 15 》ワ 13 '27 :;0 7 13 21 16 275 0.4 
機同 471 99 19.1 24 6! 27 169 117 131 163 1，78日 2.4 
l電機 459 1，729 249 201 281 討2 18:， 623 214 421 5.200 6.9 
秘送機 369 673 571 288 144 16-1 38 402 73 51 1.098 4.1 
そのf由 98 l(巴 1:~ :i C，8 38 15 72 103 80 45 1.019 1.4 
小品i 1，59G 2，9:i2 l止38 6Gli 580 431 834 1 ，57~ (i(口 818 13，318 17.7 
l毘林業 9 3 16 0.0 
活".1くl平fi 。 o o 。 ワ 。
1弘主 リ 15 10 lK1 2.i :12 メi 38 2.917 3.9 
住投:!R 15 4 183 w 262 0.3 
尚 tI! 450 Hl 792 284 54fi 49';" 九77 6-17 176 269 民402 8.:> 
金融保険 3.361 3.100 I、233 ミ)50 9:21 印刷 1.336 1.306 3，373 lOJi4R 36，4 :~2 48.:3 
サピス主 320 3311 31辺 552 237 134 100 68 9ろ 455 2.962 3.9 
運輸主 3G 18 20 よ2 2 3 71 45 263 20 :i46 。7
不動産業 1，124 :'，611 1.1O!i 1，100 470 89 40S 174 394 27占 札911 11.8 
その他 2，384 3.2 
小" 5，316 6.494 3.527 3，110 2.3GU 1，82討 2，49日 :'，291 4，386 11.703 60.832 80.7 
支1; I7 )13 H的 76 G 2 4 3 1，H;9 1.6 
司、Ji/)咋 37 0.0 
作，;1 6，989 仏959 4，9'1日 3，853 2.946 2，三59 3，332 3，873 5，054 12':)22 75，356 100.0 







金融機関の支屈、子会社、駐在事務所が集中している(ディッケン [2001]， pp. 541-543，岩田健治













り、 1976年には松ドが進出している。 1980年代には、 主要市場である英国とドイツでVTR工場の
開設ラ、ソシュが起こった(ディッケン [2001]， p. 493-494)。
1980年代半ばには、日本の半導体企業の英国への進出がみられ、 NECがスコットランドに大規
模工場を、信越半導体はliJじくスコットランドにシリコン製造1:場を設置したー 1989年富士通は、


































一芸II~ιj> 1i:JくiI官'j> 1)'1能!J.~lf~j 'jf h手l 二JI物J可: liJl引'UI {YJil-
12:資1'1数 18 10 25 14 20 5 92 
製造業
食料 40 40 。
鉄・JI欽 39 40 l制) 239 0.3 
機械 持 255 263 0.3 
輸送機 418 16 434 0.5 
その他 430 ¥(iO 102 149 841 0.9 
小，;1 469 Hiお :197 567 40 176 1，817 2.0 
'il ðf~ Jt~ 。 。 。
1官業 15，070 13乃9s 8，09i) 4.735 6，46:3 5，420 53，378 59.7 
(旦』地法人の資本金) 13，987 1.455 7，230 土609 4，934 5，420 46，li35 52.1 
:tl古J:・保険 9，099 札273 1，9内抗 1，327 915 1，408 23，008 25.7 
サービスj{i 11 200 965 。 1，176 L3 
運輸1; 20 30 20 :;9 129 IU 
ィ、. J}I'C!i 5，000 止941 2，000 9，941 ILl 
0ril 29，649 24，977 10，698 9，624 7町438 7，062 89，449 I伐).0










同三菱商事 ([~Î12 ，652万ポンド)の資本金合計の l 億3，987万ポンドが際立っている 欧阿中東三菱
商事は、殴州、アフリカ、中東を管轄下とし、大手商社の中では最も広い簡J或をカバーしている
(rブレーンズj， No. 1312， p.1)り金融・保険部門への9，099万ポンドは、証券投資業務を遂行する
Mitsubishi Corporation Finance Plc.(資本金5，475万ポンド)、運輸保険のブローカー業のDiamond
Insurance Service (Europe) Ltd. (同3，000万ポンド)、メタル・ディーラーおよびブローカー業の
Triland Metals Ltd. (同893万ポンド)の資本金に当たる o Mitsubishi Corporation Financeは超優良企
業で、 1997年は税引き前利益が40億円 uブレーンズj， No. 1312司 p.2)、1998年は25億円の税引き




I億1，455万ポンドであったυSummitAgro Europe Ltd. (資本金1，221万ポンド)は欧州における農
薬版売会社の持株会社であり、 SummitMotors Investment (U.K.) Ltd.(919万ポンド)はフォード車
販売会社の持株会社であり、双方とも実質は商業向け投資である r また、金融業向け投資は
Sumitomo Corporation Capital Europe Plc.の資本金8，273万ポンドを表わしており、この会社の業績
は、資金運用益の確保により好調である uブレーンズj，No. 1356， p.5).不動産業は、オフィス
ビ)!--の保有・管理業のVintners' Place Ltd.の資本金の50%の2，941万ポンドを示している。
伊藤忠商事6)は投資件数が25件と 6社中最も多いが、投資残高では第 3位の I億698万ポンドで
あった 商業向け投資のうち、伊藤忠欧州会社の資本金7，230万ポンドが目立っている《伊藤忠欧
州会社は、中殴を含む欧州と北アフ 1)カを統括している 金融・保険向けの1，986万ポンドのうち、
金融・証券取引を行なうItochuFinance (Europe) Plc.の資本金は1，387万ポンドである G 業績のよ
L、会社には、マツダ車の輸入・卸売りを行なっているMCL Group Ltd.がある。また、中古車の
卸売り販売会社AutomotiveGroup Ltd.も、中古車購入時に税制面で優遇されるため好成績を上げ
ている Stapleton's (Tire Services) Ltd.は中国やインドの安価なタイヤの輸入販売を行なっており、
この会社も好調で、ある (Wブレーンズj. No. 1312， p. 6)。自動車関連以外の好調な会社としては、
Prominent Apparel (Europe) Ltd.がある (fブレーンズj，No. 1356， p.7) 
丸紅"の投資件数は14件で、投資残高は9，624万ポンドであった〔商業向け投資が4，735万ポンド
5) 1999年 3 f! 4日、ロンドンにて欧州住友商事会社、管Jf~高官投資事業謀、員11課長、武Hl宗久氏からの聞き取り l調査o
6) 1999年2fJ26日、ロンドンにて伊藤忠欧州会社、副社長、若林洋氏からの聞き取り謝針。




で、このうち3，609万ポンドは199811二 4] 1 丸紅刻E]会社を改称した丸紅欧州会社の資本金を表わし
ている。 1997年、 Marubeni 1nternational Finance PIc.(資本金1，310万ポンド)，立、デリパティブ商
品の取引が順調で好業績を上げ uブレーンズj， No. 1311， p. 7)、1998年にはクボタとの合弁会
社Kubota(U.K.) Ltd. (丸紅は資本金200万ポンドの40%を出資)による農業機械の販売が良好であ





は抜群の業績をあげている (rブレーンズj， No. 1356， pp. 1-2)。この外の好調な会社には、
Arcadia Petroleum Ltd. (資本金304万ポン lつがあり、北海以iltやアフリカ原油、石油製品の現物
および先物取引を行なって、かなり大きな利益をあげている uブレーンズj， No. 1311， p.3)" ま
た、ヤマハ発動機との合弁会社YamahaMotor (UK) Ltd. (資本金240万ポンド)も好調であり、ヤ
マハのオートパイの輸入!lIl売を行なっている。ロンドン金属取引所 (1ρndonMetal Exchange)で
先物取引を行なっているMitsuiBussan Commoc1ities Ltd.の資本金は913)jポンドである。
I1 尚{~:.井川は投資件数5f'!:、投資残高は7 ， 062)jポンドと、 (ìtl の '1 1 では件数ならびに残高では
段も少なかった c 商業l付け投資5，420)jポンドは、日商岩井欧州会社の資本金を表わしている。ま
た、金融・保険向け投資の1，408);ポンドは、銀行業、証券業を|涼くその他の金融業を営んで、いる











8) 199'1'-3111、ロンドンにて欧州三JI物1来事長式会打、持1;三!I物路株式会れ、ダイレクヲー (!j{'J5 .終fl・2普査担"3)、安
川定之氏、ならびにいl、業務郎、寸'ìl\木舟:史氏からのIlH き i絞り ，\h~*。











表 4は1997年度、表 5は1998年度の欧州における総合商社の売上高を示している。表 5は1998












資料 『ブレーンス'j 119991. N".1312， p. 9 
10) 1997年度の欧州への総投資額は、三井物産が494f.き1'1、.hk:Iが434億円、伊藤忠商事が300億1'1、三菱商事が204億円、住友









代料 [7しンズj 12α∞J.Nυ1357， p. 8 
(ii.f，'f; (0，]I[) 





















売上の内訳は、機械1 ，820億円、 ~Iê鉄910[.意円、燃料520億円で、機械が大半を占める c 非鉄は中東
で精錬したアルミを日本向けに輸出する形態が中心で、燃料は原れ1• filIl製品の外国間トレード





がり、欧州での日産車販売の10%のシェアを持っている uブレーンズ.1，No. 1311， p.6)。英国会





住友商事の欧州 7 法人合計の売 l~高は6，387f君、円で、英国法人の売上高は4， 190億円であったc 英























表 G 1997年英[EIにおける総合商社の売 L高の構成比
(%) 
~n~勿!定 )L中| fJl，j会J_'.!{百'Ji- 二菱肉 'J~
1本からの紛人知 16.7 9.5 28.3 7.9 
ll+:への'l¥iil'，白i 10.0 2.2 24.5 28.2 
外1、|間取引の}t:._!-_if:j 73.3 88.3 47.2 63.8 






















図 lは1998年 9月H主点での欧州、|三井物産の組織I対を表わしたものである 欧州三井物産の統括
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The Economic Activities of Sogo Shoshαin the United 










































Japanese direct foreign investment (DFll in various countries from the 1970s to 1991 is 
characterized as the third marked surge in DFI by Myers. Western Europe has steadily 
received about 20% of the overall Japanese DFI in the world since the late 1980s， and the 
United Kingdom has captured the lion's share of 30 to 409もoutof the Japanese DFI in 
Western Europe. 
The six largest Japanese sogo shoshα， the general trading companies， made investments of 
894 million pounds in the United Kingdom in 1997. Approximately 60% of their investments 
was directed to the commerce sector by establishing wholly-owned trading subsidiaries. AlI 
six companies have established their European sogo shosha with headquarters in London. AlI 
sogo shoshαconsider London a foothold in the European markets. 
It was common for the six sogo shoshαthat their largest annual sales in Western Europe in 
1997 came from sales in the UK. One of the characteristics of trade in the UK was that 
offshore trade and domestic trade largely contributed to the annual sales. Another 
characteristic was that the sales of copper and aluminum at the London Metal Exchange 
significantly contributed to the annual sales in the UK 
With the integration of European markets and the introduction of the common currency 
“Euro，" five sogo shoshαhave changed their organizational structure and functions of trading 
subsidiaries and branches in Europe. Mitsui & Co. Europe， whose annual sales were the 
largest among the six sogo shoshα， maintains the present organizational structure and 
functions. 
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